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平成１９年度予算案の概要 

 

1.予算編成の基本方針 

 平成１９年度予算編成にあたっては、市政の最重要課題として位

置づけた理想都市実現に向けた行動計画―「マニフェスト工程表」

の着実な実施を図るべく、都市経営戦略会議における「予算編成に

係る集中審議」において決定した重要政策事業に予算の重点配分を

行うとともに、特に、「子育て支援」、「市民との協働」、「安心・安全」

を重点項目とした予算編成を行い、市民ニーズへの的確な対応を図

ることを基本方針とする。 

 

〔参考〕 

１ 重要政策事業を含めた政策的経費への財源の重点配分 

〈政策的経費〉 

⑱    ７３３億円 ⇒ ⑲   ９７０億円  ２３７億円の増 [約３２％増] 

〈義務・その他経費〉 

⑱ ２，７７５億円 ⇒ ⑲ ２，８０４億円   ２９億円の増  [約１％増] 

 

２ 重点項目への予算対応 

１）子育て支援 

⑱ 約２０１億円 ⇒ ⑲ 約２３３億円  

○ 新規事業……子育てヘルパー派遣事業、子どもショートステイ事業、小児

救急電話相談事業、子どもの精神保健相談事業、高等技能訓練

促進費助成、放課後子ども教室、小学校体育授業サポーター派

遣事業等 

 

２）市民との協働 

⑱ 約１７億円 ⇒ ⑲ 約１７１億円  

○ 新規事業……市民提案型協働モデル事業、シルバーバンク事業、市民活動

サポートセンターの開設、浦和コミュニティセンターの開設等 
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３）安心・安全 

⑱ 約７６億円 ⇒ ⑲ 約９１億円 

○ 新規事業……（仮称）災害時情報提供ホームページの構築、防犯パトロール

事業、健康科学研究センターの開設、既存建築物アスベスト対策

事業等 

 

２.予 算 規 模 

(1) 一 般 会 計 

３，７８１億３，０００万円 前年度比 ４．５％増 

（平成１９年度地方財政計画の規模 前年度比△１.１％程度） 

〔参考〕さいたま市固有の財政要因（主な事業） 

・浦和駅東口関連経費 約１２２億円の増 

・（仮称）さいたま市民医療センター整備事業 約４２億円の増 

・プラザノースの整備 約３６億円の増 

・日進・指扇駅間新駅設置事業 約３０億円の増等 

 

(2) 特 別 会 計 

２，３８８億２，７００万円 前年度比１２．９％増 

 

(3) 企 業 会 計 

   １，０２１億１，４２９万円 前年度比 ２．６％増 

 

(4) 全会計予算総額 

   ７，１９０億７，１２９万円 前年度比 ６．９％増 

2



３. 一般会計歳入予算の内訳

市税
５７．５％
217,380,651

自主財源
７０・０％
264,645,217

依存財源
３０．０％
113,484,783

一般会計歳入予算額
３，７８１億３千万円

国・県支出金
１２．１％
45,843,982

市債
９．８％
37,019,800

その他
８．１％
30,621,001

諸収入
６．３％
23,660,422

繰入金
２．８％
10,780,255

使用料及び手数料
１．８％
6,835,020

その他
１．６％
5,988,869

分担金及び負
担金、財産収
入、寄附金

地方消費税交付金、軽油引取税交付
金、自動車取得税交付金、地方譲与
税、地方交付税、地方特例交付金等

（単位：千円）

3



４. 一般会計歳出予算の内訳

民生費（福祉に関する経費）
２６．０％　98,200,708

一般会計歳出予算額
３，７８１億３千万円

土木費（道路、河川、公園、区画整
理、市営住宅等に関する経費）
２５．４％　96,045,672

衛生費（保健衛生及び清掃に
関する経費）
　１０．０％　37,734,719

総務費（徴税、戸籍、選挙など
目的に区分できない経費）
　１１．９％　45,081,808

公債費（地方債の元利償還など
の経費）
　１０．１％　38,257,851

消防費（消防に関する経費）
　３．７％　14,159,330

商工費（消費者行政、中小企
業、観光宣伝などの経費）
　１．５％　5,498,865

その他（労働、農林水産、議
会などの経費）
　１．２％　4,511,687

教育費（小・中・高等学校、社
会教育、保健体育などの経費）
　１０．２％　38,639,360

（単位：千円）
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５．一般会計歳入予算前年対比

平 成 １ ９ 年 度平 成 １ ８ 年 度

その他（８．１％）
30,621,001
(△11,131,500)

市 債（１２．６％）
45,517,000

国・県支出金
（１２．１％）
45,843,982
(4,647,232)

その他
（１．６％）
5,988,869
(1,523,587)

使用料及び手
数料（１．８％）
6,835,020
(△537,772)

繰入金
（２．８％）
1,0780,255
(8,737,621)

諸収入（６．３％）
23,660,422
(3,269,422)

市 税（５７．５％）
217,380,651
(18,400,610)

市 税（５５．０％）
198,980,041

諸収入（５．６％）
20,391,000

繰入金（０．６％）
2,042,634

使用料及び手数料
（２．０％）
7,372,792

その他（１．９％）
4,465,282

国・県支出金
（１１．４％）
41,196,750

市 債（９．８％）
37,019,800
(△8,497,200)

その他（１１．５％）
41,752,501

依存財源
（３５．５％）
128,466,251

自主財源
（６４．５％）
233,251,749

※ かっこ内は構成比及び増減額

378,130,000
（16,412,000）

361,718,000

（単位：千円）

自主財源
（７０．０％）
264,645,217
(31,393,468)

依存財源
（３０．０％）
113,484,783
(△14,981,468)
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６．一般会計歳出予算前年対比

平成１９年度平成１８年度

その他
（１．２％）
4,511,687
(78,470)

商工費
（１．５％）
5,498,865
(△898,498)

消防費
３．７％
14,159,330
(365,745)

民 生 費（２６．０％）
98,200,708
(3,069,977)

※ かっこ内は構成比及び増減額

378,130,000
（16,412,000）

361,718,000

土木費（２５．４％）
96,045,672
(6,492,137)

総 務 費（１１．９％）
45,081,808
(6,088,212)

教 育 費（１０．２％）
38,639,360
(649,781)

公 債 費（１０．１％）
38,257,851
(1,832,436)

衛 生 費（１０．０％）
37,734,719
(△1,266,260)

民 生 費（２６．３％）
95,130,731

土 木 費（２４．７％）
89,553,535

総 務 費（１０．８％）
38,993,596

教 育 費（１０．５％）
37,989,579

公 債 費（１０．１％）
36,425,415

衛 生 費（１０．８％）
39,000,979

消防費
（３．８％）
13,793,585

商工費
（１．８％）
6,397,363

その他
（１．２％）
4,433,217

（単位：千円）

6



(単位：千円）

  　　 年度区分

会計区分

337,528,657 356,737,580 37,019,800 30,077,026 363,680,354

25,909,102 24,085,345 4,717,828 10,548,359 18,254,814

274,102,201 268,316,950 9,540,100 14,103,095 263,753,955

637,539,960 649,139,875 51,277,728 54,728,480 645,689,123合　　計

平成18年度末
現在高見込額

企業会計

平成１7年度末
現　　在　　高

特別会計

７．　会　計　別　市　債　残　高　見　込

一般会計

平成19年度中
起債見込額

平成19年度末
現在高見込額

平成19年度中
元金償還見込額
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(単位：千円）

  　　 年度区分

会計区分

42,084,644 47,393,195 1,604,353 10,780,255 38,217,293

2,764,721 2,182,699 15,260 575,050 1,622,909

44,849,365 49,575,894 1,619,613 11,355,305 39,840,202

一般会計

特別会計

合 計

８．　会　計　別　基　金　残　高　見　込

平成１7年度末
現　　在　　高

平成18年度末
現在高見込額

平成19年度中
積 立 見 込 額

平成19年度中
取 崩 見 込 額

平成19年度末
現在高見込額
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９．重点項目   

 

  

          
未来を担う子どもたちが健やかに育つよう、子育て支援策を展開する。 

         
平成１９年度予算額  ２３，３０８，６２３千円 

 
１ 福祉部門    予算額 １４，１９２，８３２千円 
 
 (1)＜新規＞子どもショートステイ事業 １，６０３千円 

    ・児童養護施設、乳児院において、一時的に児童を養育する。 

 
 (2)＜新規＞子育てヘルパー派遣事業 ８４９千円 

  ・育児不安を抱える家庭に、家事・育児ヘルパーを派遣する。 

 
 (3)＜新規＞高等技能訓練促進費事業 ４，９７９千円 

  ・母子家庭の自立促進を目的に、高等技能促進費を助成し、資格の取得を支援する。          

 

 (4)＜新規＞放課後子ども教室 １５，８４８千円 

  ・国の「放課後子どもプラン」創設を受け、放課後子ども教室を試行的に実施する。 

 

(5)＜新規＞療育センターさくら草の開設 ２５５，８６４千円 

・障害児の早期発見・療育のための医療施設機能を有した通園施設を開設する。 

 

(6)＜拡大＞地域子育て支援センターの開設        ７，９７３千円 

・東浦和地区に、子育て情報の提供及び育児相談を行う地域子育て支援センターを開設する。 
 

 (7)＜拡大＞ママズルーム事業                  ２２，８５４千円 

   ・放課後児童クラブの午前中を開放するママズル－ムを２６か所から２９か所に拡充する。 

 

(8)＜拡大＞民間保育所等施設整備事業             ２００，５９４千円 

 ・待機児童の解消を図るため、民間保育所に建設費の一部を助成する。 
 

(9)＜拡大＞放課後児童健全育成施設整備事業 １３９，２１８千円 

・待機児童の解消及び保育環境改善を図るため、放課後児童クラブを整備する。 

 

(10)＜拡大＞放課後児童健全育成事業             １，１９８，５３６千円 

・放課後児童クラブに対し、運営費と家賃を助成し、利用者負担の軽減を図る。 

 

 

（１)子 育 て 支 援

(１)－１ 
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９．重点項目   

 

  

 

(11)＜拡大＞認可外保育施設(ﾅｰｻﾘｰﾙｰﾑ・家庭保育室)運営事業 ４４７，１２３千円 

・待機児童の解消と保育の充実を図るため、市の基準で認定した施設に助成する。 

 

(12)＜拡大＞病児保育の実施 ２６，２２５千円 

・医療機関の保育室で、病気中及び病気回復期の児童の一時保育を行う。 

 

(13)＜拡大＞幼稚園就園奨励費事業 ２，０９０，７４９千円 

   ・教育費の軽減を図るため、幼稚園児を持つ保護者に対して助成する。 

 

(14)＜継続＞児童手当等給付事業             ６，７６１，２０３千円 

 ・小学校修了前までの児童を養育している者に児童手当を支給する。 

 
(15)＜継続＞トワイライトステイ事業                         ４，５００千円 

・夕方から夜間まで小学校３年生以下の児童の一時預かりを実施する民間保育所に助成する。 

  

 (16)＜継続＞乳幼児医療費支給事業             ２，２２５，３７９千円 

   ・小学校就学前の乳幼児に対して医療費を助成する。 

  

(17)＜継続＞ひとり親家庭等医療費支給事業          ３５４，５１６千円 

・ひとり親家庭等の児童と父母等に対して医療費を支給する。 

 

(18)＜継続＞ファミリー・サポート・センター運営事業 ２２，６１１千円 

・仕事と育児の両立を支援するため、会員相互による育児援助活動を実施する。 

 

(19)＜継続＞児童養護施設の管理・運営事業           １９７，４８８千円 

・３歳から 18歳未満の児童を保護・養育する児童養護施設を管理・運営する。 

 

(20)＜継続＞子育て支援総合事業       １３,７５２千円 

  ・子育て支援総合コーディネーターの配置や子育て専用のホームページ、ガイドブック、電話受

付等を活用し、子どもに関する情報提供を行う。 

 

(21)＜継続＞児童虐待防止対策事業      ７４,１００千円 

  ・児童虐待の発生防止から家族へのフォローアップに至るまでの総合的な支援施策を実施する。 

 

(22)＜継続＞障害福祉サービス安定化事業         １００，１２０千円 

  ・障害者自立支援法施行後の影響に対し、障害福祉サービス及び障害児施設の利用並びに提供 

体制の安定化を図るため、激変緩和措置を実施する。 

（１）－２ 
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９．重点項目   

 

  

 

(23)＜継続＞青少年健全育成事業      ２６，７４８千円 

  ・青少年の健全育成のため、青少年の主張大会やさるはなキャンプフェスタなどの事業を実施する。 

 

２ 保健衛生部門  予算額  １，６６２，０１１千円  

 

(1)＜新規＞小児救急電話相談事業  ８，８１２千円 

 ・休日などにおける小児救急電話相談を実施する。 

  

 (2)＜新規＞子どもの精神保健相談室運営事業  ６，０９４千円 

  ・子どもの心の問題に対して専門的な精神保健相談室を設置する。 

 

(3)＜継続＞親子教室の実施      ２，１００千円 

・子どもの発達の助長や保護者の不安を軽減するため、親子教室を実施する。 

 

(4)＜継続＞子ども虐待予防家庭訪問事業 ２，９４０千円 

 ・子育て不安や養育上の問題を抱える家庭に対し、保健師等による継続的な家庭訪問を行う。 
 
(5)＜継続＞小児慢性特定疾患の治療費支援 １８４，０６６千円 

・小児慢性特定疾患の治療を支援する。 
 

(6)＜継続＞乳幼児マス・スクリーニング検査の実施 ３７，１２１千円 

・新生児の先天性代謝異常を早期に発見し、知的障害児等の発生を防止するための血液検査等を 
実施する。 

 
(7)＜継続＞乳幼児健診の実施                 ３６４，９９１千円 

・乳幼児の健全育成のため、４か月・１０か月・１歳６か月・３歳児健診を実施する。 

 

(8)＜継続＞妊婦健診の実施                  １７８，３８６千円 

・胎児の健やかな発育のため妊婦健診を実施する。 

 

(9)＜継続＞第二次小児救急医療の実施             ２７９，３００千円 

・さいたま市小児救急医療センターにおいて、２４時間体制で第二次小児救急医療を実施する。 

 

(10)＜継続＞周産期医療施設の運営              ５９８，２０１千円 

・母子保健医療の充実のため、さいたま市立病院において周産期医療を実施する。 

 

 

（１）－３ 
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９．重点項目   

 

  

 

３ 教育部門     予算額 ７，４５３，７８０千円 
 

(1)＜新規＞小中学校空調整備事業  ３５４，７２９千円 

 ・小中学校の普通教室等に空調設備を整備する。 

 

(2)＜新規＞小学校体育授業サポーター派遣    ５４，５１０千円 

 ・体育授業における教員の実技補助者として、小学校全校にサポーターを派遣する。 

 

(3)＜新規＞辻南小学校開校               ３８，７８４千円 

・南区辻８丁目地内に辻南小学校を開校する。 

 

(4)＜新規＞中高一貫教育校開校             ８８，４８４千円 

・中高一貫教育を実施するため、市立浦和高等学校内に浦和中学校を開校する。 

 

(5)＜拡大＞少人数指導サポート事業             １１３，１５７千円 
・少人数指導を実施するため、小中学校に非常勤講師を配置する。 

 

(6)＜拡大＞英語教育充実推進事業               ２１６，７７０千円 

 ・小学５年から中学３年を対象とした小中一貫の「英会話」を全校で実施する。 

 

 (7)＜拡大＞学校安全ネットワーク事業          ６，８１５千円 

   ・児童の安全を確保するため、小学校区に学校安全ネットワーク協議会を設置し、防犯ボランテ

ィアリーダーのもと地域防犯活動を展開する。 

 

(8)＜継続＞養護学校放課後児童対策事業  ３４，２４３千円 

 ・養護学校等に通学する障害児を対象とした放課後児童クラブに対し、運営費を助成する。 

 

(9)＜継続＞教育情報ネットワーク推進事業                  １１７，８１１千円 

 ・小中学校の普通教室で、インターネット等を活用した授業ができるよう校内環境を整備する。 

 

(10)＜継続＞つばさ小学校建設事業            １，１８１，３５０千円 

・過大規模校の解消に向けて、北区宮原町地内に新設校を建設する。               
 

(11)＜継続＞校舎の耐震診断・耐震補強工事        １，５０７，５１６千円 

・新耐震設計法前の基準により建設された校舎等の耐震診断及び補強工事を行う。 

 

 

（１）－４ 
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９．重点項目   

 

  

 

(12)＜継続＞桜木小学校校舎改築事業               ２９，９００千円 

・三橋中央通線拡幅事業に伴い、北校舎の改築を行う。 

 

(13)＜継続＞給食施設整備事業              １，３９６，１００千円 

・小中学校給食施設を単独校調理場方式により計画的に整備する。 

 

(14)＜継続＞学校図書館司書の配置              １８１，８２２千円 

・図書館教育の充実を図るため、全小中学校に専任の司書を配置する。 

 

 (15)＜継続＞さいたま教育・コラボレーション構想の推進  ６５０千円 

  ・埼玉大学等と連携し、児童生徒の学習を支援するための学生ボランティア活動を推進する。 

   

 (16)＜継続＞環境教育の推進   ５，６２５千円 

  ・環境教育の充実を図るため、ホタルの飼育や学校環境緑化コンクールなどの諸事業を実施する。 

 

(17)＜継続＞国際理解教育・交流事業       １６０，２４８千円 

・国際理解教育等の充実を図るため、外国人指導助手の確保、生徒の海外派遣などの諸事業を実施

する。 

 

(18)＜継続＞教育相談・相談室運営事業        ２８９，００６千円 

  ・児童生徒保護者等の心の悩みや不安を解消するため、教育相談体制の充実を図る。 

 

(19)＜継続＞校庭芝生化整備事業      ４５，０００千円 

    ・環境に配慮した学校施設の充実を図るため、校庭を芝生化する。 

 

(20)＜継続＞小中学校校舎等改修事業     １，０１８，４８６千円 

・良好な学習環境を確保するため、校舎等の改修を行う。 

 

 (21)＜継続＞地域講師派遣事業            １，９２５千円 

   ・小・中学校の各教科や総合的な学習等の時間に、専門的な知識や技能を有する地域の人材を講

師として派遣する。 

 

 (22)＜継続＞学びの向上さいたまプラン        １，３９０千円 

   ・知育の総合的な振興策として「学びの向上さいたまプラン」を推進し、「基礎学力定着プログラ

ム」などの重点事業の充実を図る。 

 

 

（１）－５ 
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９．重点項目   

 

  

 

 (23)＜継続＞学校防犯体制整備事業 １６６，００８千円 

   ・不審者による犯罪から子どもを守るため、小学校・養護学校に警備員を配置する。 

 

(24)＜継続＞宮原小学校校舎改築事業       ４４３，４５１千円 

   ・施設の安全を確保するため、耐震補強工事が困難な校舎の改築を行う。 

 

（１）－６ 
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９．重点項目 

 

（２）市 民 と の 協 働
         
市民と行政とが対等のパートナーとしてともに都市づくりを担う施策を展開する。 

       
平成１９年度予算額 １７，０７３，０００千円 

 
 

 
(1)＜新規＞産学官連携によるスポーツ振興事業           １，５００千円 
・産学官（地元企業、埼玉大学、各種競技団体、さいたま市）が連携して、埼玉大学の施設を利用

したスポーツ振興を図る。 

                      
２ 市民文化部門  予算額１６，４４３，１１２千円 
 

(1)＜新規＞浦和駅東口関連事業   １５，２９９，０８８千円 
 ・浦和駅東口駅前地区再開発ビルの整備を行うとともに、公共施設を開設する。 

（市街地再開発関係経費   ２，６２１，２２０千円） 

（公共施設関係経費    １２，６７７，８６８千円） 

浦和コミュニティセンター、市民活動サポートセンター、浦和消費生活センター、国際交流 

センター、中央図書館、浦和駅東口駐車場 

 

(2)＜新規＞市民提案型協働モデル事業          １５，０００千円 
・協働の理念を共有し、協働の場と機会を拡充するため市民提案による協働モデル事業を実施する。 
 

(3)＜新規＞「新しい公共」講演会の実施                ３８９千円 

・市民と行政の「新しい公共空間の形成」に向けて、講演会を開催する。 

 

(4)＜継続＞市民活動団体等支援事業                ２２，３１８千円 

・「市民活動の推進と市民と行政の協働の促進に関する指針」に基づき、ＮＰＯやボランティア団

体などの市民活動団体への支援を行うとともに、市民と行政の協働を推進する。 

 

(5)＜継続＞防犯対策事業                    ４８，８０２千円 

・安全で安心な住み良い地域社会の実現を図るため、防犯啓発パトロールなどの事業を実施する。 

 

(6)＜継続＞国際化推進事業                    ６，８１５千円 

・「さいたま市国際化推進基本計画」に基づき、国際化施策を総合的、計画的に実施し、世界に開

かれたまちづくりを推進する。 

 

 

１ 企画部門    予算額     １，５００千円 

（２）－１ 
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９．重点項目 

 

 

 

(7)＜継続＞区まちづくり推進事業             １，０５０，７００千円 

・区民と協働して、各区独自の特色あるまちづくりを推進する。 
 （１）まちづくり基本経費    区民会議・コミュニティ会議等の経費 

 （２）まちづくり事業経費    区民と協働して行う特色ある事業に要する経費 

 （３）区民満足度ＵＰ経費    区民の要望に即時対応する経費 

                  

３ 福祉部門     予算額    ９５，４９１千円 
  
(1)＜新規＞シルバーバンク事業                 ３３，９７５千円 

・団塊の世代などの豊富な経験や知識・技術等を地域社会に還元してもらうため、市民活動団体等

の情報を登録し、コーディネートするシルバーバンクを設置する。 

           

(2)＜継続＞ファミリー・サポート・センター運営事業(再掲)    ２２，６１１千円 

・仕事と育児の両立を支援するため、会員相互による育児援助活動を実施する。 

 

(3)＜継続＞高齢者大学事業                   １２，１５７千円 

・６０歳以上の高齢者を対象とした生きがいを高めることを目的とする学習機会の場を提供する。 

 

(4)＜継続＞青少年健全育成事業(再掲)              ２６，７４８千円 

・青少年の健全育成のため、青少年の主張大会やさるはなキャンプフェスタなどの事業を実施する。 

 

４ 保健衛生部門   予算額   １０，８６９千円 
 

(1)＜継続＞健康づくり事業                   １０，８６９千円 

・生活習慣病の予防及び要介護者の減少を図るため、市民の健康づくりを社会全体で支援する環境

を整備する。 

 

５ 環境部門     予算額  １４３，６３０千円 
 

(1)＜継続＞学校給食用牛乳パックリサイクル・リサイクル情報誌作成事業 

８８，９６４千円 

・環境学習普及及びリサイクル推進の一環として学校給食用牛乳パックのリサイクルを行う。また、

年２回（４月・１０月）さいちゃんの環境通信を作成し、市内全戸に配布する。 

 

(2)＜継続＞事業系資源物リサイクル事業             ５２，９２０千円 

・事業系資源物の受入施設を確保することにより再資源化ルートを構築し、資源化を実施する。 

 

（２）－２ 
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９．重点項目 

 

 

 

(3)＜継続＞ごみゼロキャンペーン市民清掃活動           １，７４６千円 

・「ごみゼロの日」を中心とした市民総参加による清掃活動等を通じて、環境美化に対する市民意

識の向上を図る。 

 

６ 産業経済部門    予算額  １９１，０４２千円 
 

(1)＜新規＞観光振興ビジョン推進事業     １０４千円 

 ・観光振興ビジョンに基づき、先導施策を推進する。 

 

(2)＜拡大＞産学官連携推進事業                １６０，４０６千円 

・「産学連携支援センター埼玉」を活用し、企業と大学による共同研究体を構築し、経済波及効果

の高い研究開発事業を実施する。 

 

(3)＜継続＞中山道ルネッサンスプロジェクト事業          ８，１５２千円 

・中山道沿いの空きビルを活用した、さいたまふるさと館において、文化・歴史等の地域資源発掘

やＰＲ活動、観光ボランティアの育成、芸術・文化産業の興しに資する事業を実施する。 

 

(4)＜継続＞商店街コミュニティサポート事業            ３，７４０千円 

・商店街の活性化を図るため、ＮＰＯ法人等が実施する空き店舗活用事業に対して助成を行う。 
 

(5)＜継続＞担い手育成事業                   １８，６４０千円 

・さいたま市農業振興ビジョンに基づき、農家・市民とともに都市農業を推進する。 

 

７ 都市計画部門    予算額  １２１，６７６千円 
 
(1)＜新規＞CPTED 検討基礎調査の実施            ６，０００千円 

・環境デザインによる犯罪予防手法を導入した「防犯に配慮したまちづくり」について調査・検討

を行う。 

 

(2)＜新規＞まちプラン市民会議                   １３２千円 

・さいたま 2005 まちプラン（都市計画マスタープラン）に基づき参加と協働のまちづくりを推進

する。 

 
(3)＜継続＞屋外広告物適正化推進事業 １８，８６９千円 
・良好な都市景観形成を図るため、屋外広告物の許可・指導及び市民との協働による違反広告物の

撤去等を実施する。 
 

（２）－３ 
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９．重点項目 

 

 
 
(4)＜継続＞氷川参道整備推進事業              １５，５８３千円 
・地元とのパートナーシップにより緑の保全を図りながら、沿道、周辺のまちづくりを進める。 

 

 (5)＜継続＞まちづくり支援・団体育成事業            １４，８０３千円 

・まちづくり専門家の派遣等により、市民の自主的なまちづくり活動の支援を行う。 

 

(6)＜継続＞都市局まちづくり広報誌発行業務            ４，１０２千円 

・協働によるまちづくりを支援するため、まちづくり広報誌の発行する。 

 

(7)＜継続＞緑化推進事業                    ４５，８６６千円 

・みどりに対する意識の高揚を図るため、イベント・市民活動の支援を行う。 

 

(8)＜継続＞見沼グリーンプロジェクトの推進           １６，３２１千円 

・地域資源である見沼田圃の保全・活用等を市民との協働により推進する。 

 
８ 建設部門      予算額     ２７０千円 
 
(1)＜継続＞道路の里親制度による美しい道路環境づくりの推進   ２７０千円 

・ボランティアで清掃美化活動を行う住民団体等を道路の里親として募集し、市民と協働して快適

で美しい道路環境づくりを推進する。 

 
９ 教育部門      予算額   ６５，４１０千円 

 
(1)＜新規＞小学校体育授業サポーター派遣(再掲)         ５４，５１０千円 
・体育授業における教員の実技補助者として、小学校全校にサポーターを派遣する。 

 

 

(2)＜拡大＞学校安全ネットワーク事業(再掲)            ６，８１５千円 

・小学校区に学校安全ネットワーク協議会を設置し、防犯ボランティアリーダーのもと地域防犯活

動を展開する。 

 
(3)＜継続＞さいたま教育コラボレーション構想の推進(再掲)       ６５０千円 

・埼玉大学等と連携し、児童生徒の学習を支援するための学生ボランティア活動を推進する。 

 

 (4)＜継続＞地域講師派遣事業(再掲)                １，９２５千円 

・小・中学校の各教科や総合的な学習等の時間に、専門的な知識や技能を有する地域の人材を講師

として派遣する。 

（２）－４ 
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９．重点項目 

 

 

 

(5)＜継続＞学びの向上さいたまプラン(再掲)            １，３９０千円 

・知育の総合的な振興策として「学びの向上さいたまプラン」を推進し、「基礎学力定着プログラ

ム」などの重点事業の充実を図る。 

 

(6)＜継続＞総合型地域スポーツクラブ支援事業             １２０千円 

・「一市民一スポーツ」を基本理念に、多種目・多世代による地域の自主的な企画・運営を行う総

合型地域スポーツクラブづくりを支援する。 
 

（２）－５ 
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９．重点項目                                     

 （３）安心・安全 
         
市民生活の安心と安全を確保する。 

       
 平成１９年度予算額 ９，０８４，７６９千円 

 
１ 総務部門       予算額 ３８８，７８１千円 

 
(1)＜新規＞安心安全ハンドブックの作成 １２，２５８千円 

・市民生活の安心安全を確保するため、安心安全ハンドブックを作成し、全世帯に配布する。 

 
(2)＜新規＞国民保護図上訓練の実施 ５，０００千円 
 ・武力攻撃や大規模テロ等から国民の生命を保護するため図上訓練を行う。 

 
(3)＜新規＞(仮称)災害時情報提供ホームページの構築 ３，９８４千円 

  ・大規模災害における災害情報や避難施設などを提供するシステムを構築する。 

 
 (4)＜新規＞災害に強いまちづくり計画の策定  ９，４５０千円 
  ・災害による被害を最小限にとどめるため、災害に強いまちづくり計画を策定する。 

 
 (5)＜拡大＞防災気象情報ホームページの充実  １２，８００千円 

  ・気象情報に加え、新たに河川水位及び雨量情報を追加する。 

 

 (6)＜継続＞八都県市合同防災訓練の実施  １３８，３００千円 

・市民、国、防災関係機関との連携により防災体制の強化を図るため、八都県市合同防災訓練を 

実施する。 

 

(7)＜継続＞防犯・防災情報の携帯メール配信 ２，６４６千円 
・災害発生時の被害を最小限に抑えるための防災情報や防犯情報などを携帯電話等にメールで配信 

する。 

 

(8)＜継続＞防災行政無線の整備 ４３，９３０千円 

・災害時の避難勧告等の広報体制の強化を図るため、防災行政無線の整備を行う。 
 
(9)＜継続＞自主防災組織の育成・支援  １２６，７３６千円 

・災害時において地域住民が団結して地域を守る自主防災組織の結成促進及び支援を行う。 
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９．重点項目                                     

  
 
(10)＜継続＞災害用備蓄事業                  ３３，６７７千円 

・大規模災害に備え、避難場所における応急避難生活のための食糧、毛布等の災害用備蓄の充実を

図る。 
 
２ 市民文化部門   予算額 １，１２２，７８１千円 

 
(1)＜新規＞防犯対策事業(防犯パトロール事業) ４，５００千円 
 ・青色防犯灯を搭載した車両を使用し、防犯パトロールを実施する。 

 
(2)＜継続＞防犯活動支援事業 １１，０００千円 

・地域防犯活動団体及び公益事業者等と犯罪防止に向けた連携を強化する。 

 

(3)＜継続＞交通安全施設設置及び維持管理事業 ７１９，２８１千円 

・交通事故を防止するため、道路照明灯、道路反射鏡等を設置する。 

 

(4)＜継続＞埼玉新都市交通大成駅改修事業 ３８８，０００千円 

・平成１９年秋の鉄道博物館開業に合わせ、大成駅をバリアフリー化する。 
 
３ 福祉部門      予算額  ２６，７４８千円 

 
(1)＜継続＞青少年健全育成事業(再掲) ２６，７４８千円 
 ・青少年の健全育成のため、青少年の主張大会やさるはなキャンプフェスタなどの事業を実施する。 

 
４ 保健衛生部門    予算額 ５３３，２８３千円 

 
(1)＜新規＞小児救急電話相談事業(再掲) ８，８１２千円 
 ・休日などにおける小児救急電話相談を実施する。 
 
(2)＜新規＞健康科学研究センターの開設 ２０３，７７５千円 
 ・保健衛生及び環境公害等に関する検査研究施設として、健康科学研究センターを開設する。 
 
(3)＜拡大＞自動体外式除細動器(ＡＥＤ)整備事業 ３８，４８７千円 
 ・自動体外式除細動器を公共施設等に整備する。 

 

(4)＜継続＞食の安全確保対策事業 ２，９０９千円 

 ・食の安全に関する正しい知識の普及啓発を行うことで、食品に起因する事故の未然防止及び健康 

の保護を図る。 
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９．重点項目                                     

  

 

(5)＜継続＞第二次小児救急医療の実施(再掲) ２７９，３００千円 

・さいたま市小児救急医療センターにおいて、２４時間体制で第二次小児救急医療を実施する。 

 

５ 都市計画部門    予算額 ２２０，９００千円 
 
(1)＜新規＞ＣＰＴＥＤ検討基礎調査の実施(再掲)  ６，０００千円 
 ・環境デザインによる犯罪予防の手法を導入した「防犯に配慮したまちづくり」について調査・検

討を行う。   

 
(2)＜継続＞駅舎エレベーター設置事業 ２１４，９００千円 
・障害者、高齢者等の移動の円滑化等を図るため、市内駅施設のバリアフリー化を進める。 

 

６ 建設部門     予算額 ３，２３１，１６０千円 
 

 (1)＜新規＞既存建築物アスベスト対策事業  １０，７００千円 

  ・アスベストによる被害の未然防止を図るため、含有調査及び除去工事等の費用に対する助成制度 

   を創設する。 

 

 (2)＜新規＞大宮銀座通り電線類地中化事業  １５，０００千円 

  ・銀座通りの安全で快適な歩行空間の確保と景観の向上を図る。 

 

(3)＜新規＞下水道地震対策緊急整備計画策定           ２２，０００千円 

・「防災」及び「減災」の観点から下水道施設の耐震化を促進するため、下水道地震対策緊急整備

計画を策定する。 

 

(4)＜拡大＞既存建築物耐震改修促進事業  ３９，５００千円 

 ・市耐震改修促進計画を策定するとともに、民間建築物の耐震改修に対し助成する。 
 

(5)＜継続＞市有建築物の安全安心診断推進事業 １４，０００千円 
 ・市有建築物の一元化管理に係る保全情報システムを構築し、耐震改修等の年次計画を策定する。 

 
(6)＜継続＞橋りょうの保全 ２７４，１００千円 
  ・橋りょうの保守管理を効率的かつ計画的に行うため、老朽化の激しい橋りょうの詳細点検を行う

とともに、耐震補強工事等を行う。 
 
(7)＜継続＞道路美装化の推進 ５，０００千円 
・魅力ある街並みを創造するため、道路美装化推進整備計画を策定する。 
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９．重点項目                                     

  

 

(8)＜継続＞あんしん歩行エリア整備事業 １５６，８４０千円 
・交差点改良、グリーンベルト設置、歩道新設、道路照明等の増設を行う。 

  
(9)＜継続＞河川改修の推進                ２，１９４，０２０千円 

 ・水害を解消し市民の安全を守るため、河川改修の整備を推進する。 

 
(10)＜継続＞市営住宅耐震改修事業  ５００，０００千円 
  ・市営住宅の耐震改修工事を行う。                   

 

７ 消防部門   予算額 １，４３７，３２６千円 
 
(1)＜継続＞警防体制高度化推進事業 ６５４，７７９千円 
・複雑多様化する災害に備えるため、消防車両等を整備する。 

 
(2)＜継続＞消防署・所の整備 ７００，８９８千円 
・大成出張所の建替え及び日の出出張所の移転建設を行う。 

 
(3)＜継続＞消防システムデジタル化事業 ７９，６２４千円 
 ・地域衛星通信ネットワークのデジタル化に対応するとともに、高所監視カメラを増設する。 

 
(4)＜継続＞住宅用火災警報器設置啓発事業 ２，０２５千円 
・住宅用火災警報器の設置義務化に伴い、広告媒体等を活用した普及啓発を行う。 

 
８ 教育部門    予算額 ２，１２３，７９０千円 
 
(1)＜拡大＞学校安全ネットワーク事業(再掲) ６，８１５千円 
・児童の安全を確保するため、地域防犯ボランティアと連携を図り、学校安全ネットワークを構築 

   する。 

 
(2)＜継続＞学校防犯体制整備事業(再掲) １６６，００８千円 
・不審者による犯罪から子供を守るため、小学校・養護学校に警備員を配置する。 

 
(3)＜継続＞校舎耐震診断・耐震補強工事(再掲)       １，５０７，５１６千円 

・児童生徒の安全を確保するため、新耐震設計法(昭和５６年６月施行)前の基準により建設された

校舎について、耐震診断及び耐震補強工事を行う。 

 

(4)＜継続＞宮原小学校校舎改築事業(再掲)           ４４３，４５１千円 

・施設の安全を確保するため、耐震補強が困難な校舎の改築を行う。 
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10．主な行政改革の効果 

 「行政改革推進プラン」の着実な実施により、引き続き健全財

政を堅持するため、既存事務事業について、ゼロベースから聖域

なく見直しを図った。 

 

予 算 の 効 果 １０５億３千６百万円 

 

○ 分権型社会に対応した行政体制の確立 １３億４千３百万円 

・職員数の削減及び給与構造改革による人件費の削減 

・外郭団体等の改革 

 

○ 民間活力の導入              ６億２千万円 

・指定管理者制度の活用、民間への委託化 

 

○ 健全な財政運営の確保        ８５億７千３百万円 
          

～市民負担等のあり方の見直し～     ６億６千４百万円 

・各種補助金や給付の見直し 

・使用料、手数料の見直し 

～事業、既存施設等の再編・廃止～   ５９億９千７百万円 

・事業の選択と集中により普通建設事業費の圧縮 

・既存事業の見直し、再編によるコスト削減 

 ～自主財源の確保・拡充～        １９億１千２百万円 

・広告料収入等による財源の確保 

・市有地の売却による財源の確保 

・市税等の徴収率の向上による財源の確保 

・特定事業への財源（基金）の確保と有効活用 
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